
　これまで、「財政ビジョン」に掲げた、2030（令和12）年度までに減債基金の臨時的活用からの脱却、予算編成にお
ける収支差の解消の達成に向け、歳出改革の仕組みの段階的な構築と実践を進めてきました。
　今後は、これらの仕組みを深化させながら、全ての施策・事業を対象に、データに基づき課題・効果の検証を行い、
施策の質と効果を高めながら「創造・転換」を理念とする歳出改革を進めます。
　また、区局統括本部長をはじめとする責任職のリーダーシップのもと、職員一人ひとりが厳しい財政状況を自分事
として認識した上で、全区局統括本部において、従来の施策・事業の枠にとらわれず、主体的・自律的な財源創出の取
組が定着するよう、更なる職員の意識改革・行動変容を図ります。

収支差解消に向けた改革のフェーズ展開

「３つの市政方針」に基づき
「改革」の土台を築きつつ着手

★「３つの市政方針」の策定

2040年を見据え、2030年を間近に控えた
「改革の推進」と「総括検証」

歳出改革の仕組みの構築
仕組みに基づく歳出改革の実践

仕組みに基づく
歳出改革の実践・深化 歳出改革の徹底と検証

2022～2025
R4～R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

2030
R12

市役所のガバナンスと
マネジメント強化
　　　　
〈 狙い 〉

限られた経営資源
（財源・人材）活用の最大化

施策・事業の体系化、
評価制度の再構築、
予算編成との連動
　　　　
〈 狙い 〉

徹底した「見える化」に
よる施策・事業の
新陳代謝、業務改革

仕組み１

仕組み2

各年度の「歳出改革基本方針」を軸とした予算編成・組織体制の検討・実施

　「区局統括本部の運営方針」の活用強化による持続性ある事業運営
　　～単年度だけでなく中長期も視野に入れた運営～

「政策‒施策」の体系化・深化、評価制度の推進、行政経営プラットフォーム※１の構築・活用

市役所内部の更なる業務改革  ～業務・事務の最適化（業務フロー、内部経費、執行体制）～

事業
評価

施策
評価

評価基準の明確化
100大事業→
全事業で実施→
予算編成へ反映

段階的なアウトカム指標化
政策-施策-事業体系の深化

客観的な指標に基づく評価や事業改善の検討
100大事業の外部視点の点検・報告書を活用した、各事業の検証と改善

DDPにより、施策の質の向上とともに、
経営資源活用の本質的な「検証・改善」を実践

行政手続オンライン化、住民情報系システム標準化

ＢＰＲ、経費適正化の推進

AIイノベーションをはじめとするＤＸによる業務効率化

計画期間

３  計画期間中の歳出改革の推進

【歳出改革の仕組みを踏まえた主な工程】

※１ 行政経営プラットフォーム　：　財政情報等のデータを一元的に管理・保有し経営判断に生かす仕組み
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新たな大都市制度 「特別市」 が課題を解決

◆市と県の二重行政
市と県の間で、事務・権限が分かれていることにより、窓口が分散し、子育て支援、福祉・保健・衛生、まち
づくりなど様々な分野で非効率な二重行政が生じています。

◆不十分な税制上の措置
政令指定都市である横浜市は市の事務に加え、県に代わって保健所や土木事務所など多くの事務を
担っています。しかし、仕事量に見合う税源が十分に措置されていません。

◆人口減少社会の到来・超高齢化の進行
少子高齢化は大都市部でより急激に進行します。進行に伴い、社会保障経費が大幅に増加することも
見込まれます。

◆公共施設の老朽化対策
高度経済成長期に集中して整備した公共施設の保全・更新需要への対応が必要となっています。

大都市横浜が抱える主な課題

二重行政の解消による
行政サービスの向上

積極的な政策展開による
経済の活性化

こうした政令指定都市制度特有の課題を抜本的に解決し、厳しい社会経済情勢においても、
将来にわたってより良い行政サービスを市民の皆様に提供していくためには、
政令指定都市制度に代わる新たな大都市制度「特別市」の実現が必要です。

市と県の二重行政が解消され、市域内の事務や
行政サービスを特別市が一元的に担うことで、
より効率的・効果的な行政サービスを提供します。

成長分野への投資など積極的な政策展開により、
市域内の経済・産業活動を活性化させます。その
影響を周辺地域や国全体に広げていきます。

政令指定都市制度（現在） 特別市制度

横浜市の対応

今後に向けて

①機運醸成の取組
　特別市制度の必要性や制度の骨子、国や県が示す課
題に対する横浜市の考え方等を「横浜特別市大綱」とし
てまとめ、公表しています。
　特別市制度を選択できるようにするために、まずは国
における法制化が必要です。市民の皆様と一体となっ
て機運を醸成していくことが、法制化の実現への大き
な推進力になります。広報紙やSNSなど、あらゆる媒体
を活用したPRのほか、市民の皆様に直接御説明するシ
ンポジウムや意見交換を行う説明会等を開催し、市民
の皆様の理解促進に取り組んでいます。

　引き続き、特別市制度の必要性について市民の皆様に
広報し、実現に向けた機運を醸成していきます。あわせ
て、法制化に向けて、国での議論が進むよう、他の政令指
定都市とも連携・協調しながら、国や関係機関等への提
案・要望を行います。
　なお、現行制度の下においても、県との二重行政の弊
害が解消され、市民サービスの向上につながる事務につ
いては、権限と財源の移譲について県と協議を進め、実質
的に特別市に近づけていきます。

②他の政令指定都市との連携強化
　特別市の法制化の実現に向けては、全国に20ある
政令指定都市とも連携して取り組んでいます。政令指
定都市の市長で構成する指定都市市長会では、特別市
の創設を含む多様な大都市制度の必要性をまとめた
提言を公表したほか、特別市を法制化するための法律
案を作成し国へ提案しています。
　また、神奈川県内の政令指定都市である川崎市・相
模原市とも現行制度の課題を共有しており、特別市の
法制化に向けて、３市の市長と正副議長による懇談会
を開催し、国や政党に要請を行うなど、連携して取組を
推進しています。

シンポジウム

県内三政令市市長・正副議長懇談会

市民の皆様への説明会

「特別市」の早期法制化の実現に向けて
　横浜市では、急速に進むと予測される人口減少・超高齢社会など、多くの課題に対応し、市民の皆様の暮
らしをしっかりと支え、また、経済を活性化させて大都市としての力を最大限に発揮し、日本全体の発展に
も貢献していくために、新たな大都市制度「特別市」の早期法制化の実現に向けて取り組んでいます。
　「特別市」は、横浜市を分割して新たな自治体をつくるのではなく、市域内のことが市で完結する、横浜市
の一体性を生かした効率的・効果的な制度です。

横浜市公式ウェブサイト
　横浜市が目指す大都市制度「特別市」

横浜特別市大綱

詳しくはこちら 詳しくはこちら

国

神奈川県
特
別
市

横
浜
市

行
政
区

行
政
区

行
政
区

国

神奈川県

市町村 市町村
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国以外の仕事は全て横浜市が担います
県が市域で実施している事務と基礎自治体として市が担っている事務を統合する
ため、行政の無駄がなくなり、市民のニーズに沿った、きめ細かな行政サービスが
迅速に提供できます。

横浜市の役割・仕事量に見合った公平な税制にします
市域での国以外の仕事は全て特別市が行うため、財政中立の観点から、役割・仕事
量に見合った新たな税財政制度とします。

県や近隣市町村と協力して行政運営を行います
生活圏・経済圏など影響が強く及ぶ周辺地域も含めた都市圏全体を考えて行政を
運営していくことで、引き続き、圏域の中枢都市としての役割を果たします。

区役所機能・住民自治を強化します
市内に東京の特別区のような新たな自治体をつくるのではなく、区役所機能・住民
自治を強化する行政区とします。横浜の強みである都市の一体性を生かして、効
率的・効果的な行政運営を行います。

市の
サービス

市の税金

近隣
市町村

区

「横浜市特別市ポスター」

横浜特別市動画
「横浜の“ミライへの選択肢”をつくる  ～特別市の法制化へ～」

詳しくはこちら

観光身近な
行政サービス

市民の皆様への行政サービスの向上
横浜の経済活性化・日本経済の成長エンジンに

投 資
税収・

にぎわい
UP！

行政サービスや成長分野へ投資！

子育て・教育 経済

文化・芸術 まちづくり

◆二重行政の解消による行政サービスの向上

子育て支援
　保育園、認定こども園、幼稚園にお
いて、市と県に分かれている業務を市
にまとめることで、子育て家庭の要望
に寄り添いながら、総合的な支援がで
きます。

崖地の安全対策
　県の権限となっている急傾斜地（崖
地）の対策業務を市で行うことが可能
となり、避難体制の整備や助成金制度
等を含む総合的な崖地対策により、市
民の安心・安全につながる災害に強い
まちづくりを進めることができます。

医療政策
　県の権限となっている医療計画の策
定などを市で行うことが可能となり、地
域の医療需要を的確に反映させた医
療提供体制をより迅速かつ円滑に、構
築することができるようになります。

都市計画
　県の権限となっている都市計画事
業の認可を市で行うことが可能とな
り、地域の実情に応じた事業効果の
早期発現や事業期間の短縮につなげ
ることができます。

就業支援・雇用対策
　市と県に分かれている就業支援・雇
用対策に係る事業を市にまとめること
で、総合的かつ一元的に実施できるよう
になり、就労支援メニューなどを充実さ
せ、よりきめ細かな支援ができます。

◆積極的な政策展開による経済の活性化

特別市の実現により期待できる効果

　特別市が実現すると子育て支援や安全対策、まちづくりなど、市民の皆様の暮らしに関わる様々な分野で、二重行
政の無駄がなくなり、より効率的・効果的に行政サービスを提供することができます。

HOSPITAL

横浜市が目指す「特別市」制度
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18区の取組事例
区役所においても、中期計画の政策・施策に連動して、
地域特性を踏まえた様々な事業・取組を実施しています。
※各区の事業・取組は例示であり、この他にも様々な事業・取組を実施しています。

環境行動・脱炭素化の取組推進

　鶴見と沖縄とのつながりを生か
し、沖縄美ら海水族館と連携した「つ
るみ・ちゅらうみ企画」を毎年度実施
しています。専門家による授業や体
験型コンテンツを通じて、楽しみな
がら海洋環境保護や脱炭素を学べ
るイベントです。
　また、横浜グリーンエクスポを契
機に、脱炭素に向けたアクションを
宣言する「TSURUMI GO GREEN
宣言」など、区民の行動変容に向け
た取組を進めています。

鶴  見

輝けシニア！ 事業

　住み慣れたまちで暮らし続けるこ
とができる保土ケ谷区を目指し、高
齢者が可能な限り地域で自立した生
活を行うために、健康づくり・介護予
防の普及や住民主体の地域の活動
である「きらり☆シニア塾」を支援す
るほか、認知症支援のシンボルであ
る「ほどがやオレンジロバ」の活用や
サポーター養成講座等を実施し、認
知症への理解・対応・見守りにつなが
る普及啓発を進めていきます。

保土ケ谷

多文化共生推進の取組

　開港のまち中区は、外国人住民が
多く、区の人口の１割強を占めてい
ます。こうした背景を踏まえ、「第３期
中区多文化共生推進アクションプラ
ン（令和８年度～12年度）」のもと、多
文化共生施策を推進します。区役所
と「なか国際交流ラウンジ」が緊密に
連携し、地域連携コーディネーターが
地域に出向き、外国人住民の生活支
援や地域とのつながりづくりに取り組
むほか、区内の事業者・団体と連携し
た地域の魅力づくりを実施します。

中

LINKAI横浜金沢推進事業

　金沢区臨海部にある市内最大級
の産業団地「LINKAI横浜金沢」に
は、多様な企業が集まっています。
区内の大学生による企業取材記
事や産学官連携イベント「Aozora 
Factory」を通じて、地域産業やもの
づくりの魅力を発信しています。さ
らに、ハローワークと協力した就職
フェアで企業と求職者のマッチング
を促進。こうした取組により、地域産
業の活性化と人材確保を同時に進
めています。

金  沢

小中学校での出前教室を通じた
地域福祉保健活動支援

　地域福祉保健活動の重要性を伝
え、こどもたちの声を計画に取り入
れるとともに、地域活動への参画を
進めるため、小中学校での出前教室
を行っています。ポイ捨ての多いエ
リアにポスターを掲示する美化活動
に取り組んだクラスや、地域ケアプ
ラザ職員から高齢者支援を学び、モ
ルックなどの健康支援活動に取り組
んだクラス等、出前教室をきっかけ
に地域活動の活性化につながってい
ます。

神奈川
障害者の社会参加と障害理解の
促進イベント「あっぱれフェスタ」

　障害者とアーティストが協働し創
作した舞台を通じて、多様性と対話
の力を伝える「あっぱれフェスタ」を
開催しています。日常の枠を超えた
交流から生まれる表現は、互いの違
いを尊重し合うことで生まれる新し
い可能性を示しています。また、同
時開催されるマルシェでは、各施設
による製品が並び、来場者との新た
な出会いを生み出します。多様性を
受け入れ、ゆるやかなつながりを育
む場として、障害者の社会参加と障
害理解を広げます。

旭

地域の力で支える介護予防

　南区独自の介護予防ボランティア 
「かいご予防サポーター」は、2025
（令和７）年に活動20周年を迎え、
地域で「脳トレウォーキング教室」や

「フレイル予防出前講座」を行うな
ど、地域主体の様々な取組のリー
ダーとして、介護予防の大切さを伝
えています。
　かいご予防サポーターや地域ケ
アプラザと連携しながら、地域の皆
様が健康寿命を延ばし、いつまでも
自分らしく暮らせるよう、介護予防に
取り組んでいます。

南
保護者もこどもも安心できる

子育てしたいまち

　多くのこどもたちが暮らし、子育
て世代の転入も盛んな港北区では、
慣れない土地で初めての子育てを
する方も少なくありません。こうした
状況を踏まえ、地域の皆様と協働し、
両親教室や赤ちゃん会、保育所や放
課後の居場所に関する情報提供、支
援が必要な児童・家庭のサポートな
ど、妊娠期から学齢期まで切れ目の
ない支援をしています。こうした取
組により、子育て世代をつなぎ、保護
者もこどもも安心できる子育てした
いまちづくりを進めます。

港  北

横浜駅とその周辺の
美化・環境向上

　国内外から多くの来街者を迎え
る横浜グリーンエクスポを契機に、
横浜の玄関口である横浜駅とその
周辺で、清掃活動、スマートごみ箱
設置事業者への支援、ポイ捨て抑制
の路面標示の設置などを通じた美
化・環境向上を推進します。あわせ
て、地域と事業者及び行政の協働で
行っている「きれいなまちづくり検
討会」への活動支援を実施し、公民
連携によるきれいなまちづくりを推
進します。

西

区民の健康づくり応援事業

　生活習慣病予防等を通じた健康
寿命の延伸を目指し、働き・子育て世
代をはじめとした区民の健康づくり
を応援しています。各地域や区内立
地企業が主催するイベント等に出向
き、保健活動推進員や食生活等改善
推進員と連携して、食生活や歯の健
康、運動、禁煙、がん検診、特定健診
などについて、健康チェックや各種
相談等を行っています。誰もが気軽
に参加できる健康づくりの機会を広
げるため、地域の方々と共に取り組
んでいきます。

磯  子

災害に強いまちづくり事業

　2024（令和６）年度に発足した「こ
うなん災害時協働隊」は、企業の事
業特性や保有する資格・技術を生か
し、災害時に地域を支援する港南区
独自の制度です。この協働隊が地域
防災拠点運営訓練へ参加して地域
との連携を深め、災害時の安心につ
なげています。
　「自助・共助」の推進を図りながら、
地域・企業・行政が連携し、協働によ
る地域づくりをより一層推進してい
ます。

港  南

みどりの魅力あふれるまちづくり

　横浜グリーンエクスポの開催とそ
の先を見据え、持続可能な社会への
関心を育むこども向けイベントの開
催、公園愛護会等への積極的な支
援、地域住民及び区内の小学生から
大学生による清掃活動などを通し
て、花や緑、環境を大切にする意識
の向上や行動変容につながる取組
を進めます。
　地域への愛着や郷土愛を育むと
ともに、あらゆる世代がまちづくり
に参加し、「住みたい、住み続けた
い」と思える緑区を目指します。

緑
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子育て支援

　区内11エリアの「地区別子育て支
援ネットワーク連絡会」では、出生数
の推移や子育てに関するニーズ調査
などのデータを活用し、エリアの課
題、支援策の検討を行っています。人
口増加が見込まれるエリアの町内会
館で地域子育て支援拠点による「出
張ひろば」を開催したり、美しが丘公
園こどもログハウスで「子育て支援者
事業」を実施したりしています。また、
公的施設が少ない地域には「親と子
のつどいの広場」を設置するなど、地
域に応じた支援につなげています。

青  葉

花と森と川のまち推進事業

　地域で活動している団体と連携
し、花・緑・農・川のある豊かな生活環
境を守り育てていくとともに、広く区
民に発信することで、区民一人ひと
りの関心を高め、魅力あふれるまち
づくりを進めます。
　花壇の整備や、デジタルマップを
活用した森といたち川が一体となっ
た魅力の発信、小学校でキッチン
カーレシピを考案する地産地消の推
進などの取組を進めます。

栄

都筑スタイル＋（プラス）
～自治会町内会応援事業～

　自治会町内会の担い手不足の解
消や、持続可能な運営の足掛かりと
するため、組織運営の見直しや地域
活動団体との連携による「新しい運
営スタイル」の創出と意識啓発を進
めています。ニーズに合わせたアド
バイザー派遣や、地域活動団体との
交流会により、課題解決やマッチン
グの機会を提供し、連携事例も生ま
れています。これらの取組を通じ、自
治会町内会活動がもっと楽しく、ク
リエイティブになるよう支援してい
ます。

都  筑

泉わくわく応援隊

　「泉わくわく応援隊」は、小中学生
の頃から地域活動に興味・関心を
もって参加してもらえるよう、こど
もと地域・活動団体をつなぐボラン
ティア制度です。お手伝いとしてこ
どもたちが地域の方と一緒に活動
することで、地域活動の活性化や多
世代の交流につながっています。泉
区社会福祉協議会と連携し、区内の
様々な団体の活動で「泉わくわく応
援隊」の活用が広がっており、継続的
に参加するこどもたちも少しずつ増
えています。

泉

とつか音楽の街づくり事業

　区民に音楽を気軽に楽しんでもら
う機会を提供するため、毎月「とつか
音楽の日」を設け、地域ボランティア
を中心とした「区民広間コンサート」
や、商店街を中心とした実行委員会
による「とつかストリートライブ」を
戸塚駅周辺で開催しています。
　こどもから大人まで楽しめる音楽
をメインとした回を設けるなど、より
幅広い世代に音楽の魅力を感じても
らえるよう進めていきます。

戸  塚

横浜グリーンエクスポ開催を契機
とした脱炭素・環境行動の推進

　区民一人ひとりが取り組める脱炭
素・環境行動の提案と啓発を通じて、
横浜グリーンエクスポ開催後の行動
変容とレガシー形成につなげていき
ます。
　こどもから大人まで楽しむことが
できる体験型イベントを開催すると
ともに、環境に関するこどもの意見
を聴く機会も設けるなど、環境につ
いて主体的に考える多様な機会を、
目的に応じて効果的かつ多角的に
展開していきます。

瀬  谷

計
画
の
前
提
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